
 2021年12月6日 

 

北京2022パラリンピック冬季競技大会日本代表選手団 

結団式及び記者会見等に関する入札説明書・仕様書（総合評価落札方式）について 

 

 

公益財団法人日本パラスポーツ協会（以下「JPSA」という。）の入札公告（2021年12月6日付広告）に基づ

く入札については、関係法令に定めるもののほか、下記に定めるところによる。 

 

１．企画競争入札に付する事項 

（１）委託名（件名） 

北京2022パラリンピック冬季競技大会日本代表選手団結団式及び記者会見等（以下「本事業」という）の 

企画提案・実施に関する業務委託 

 

（２）調達役務の内容等 

 仕様書記載のとおり 

 

（3）入札方法 

 落札者の決定は、総合評価落札方式をもって行うため、 

 ①入札に参加を希望する者（以下「入札者」という。）は別添「入札参加意思表明書」を令和3年12月9日

（木）までに提出すること。 

 ②入札者は令和3年12月20日（月）までに所定の書式で見積書、提案書を提出すること。 

 ③落札者の決定に当たっては、入札書に記載された金額に10パーセントに相当する額を加算した金額（当 

該金額に1円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とす 

るので、入札者は消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の110 

分の100に相当する金額を記入すること。 

④入札者は、提出した書類の引き換え、変更又は取り消しをすることはできない。 

 

２．競争参加資格 

（１）当該契約を締結する能力を有しない者 

（２）破産手続き開始の決定を受けて復権を得ない者 

（３）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成三年法律第七十七号）第三十二条第一項各号 

に掲げる者 

（４）法人税、消費税及び地方消費税について、納付期限の過ぎた未納税額がないこと。 

（５）各省各庁及び政府関係法人等から取引停止又は指名停止等を受けていない者であること。（理事長が 

特に認める場合を含む。）であること。 

（６）経営の状況又は信用度が極度に悪化していないと認められる者であり、適正な契約の履行が確保され 

るものであること。 



（７）web配信実績があること（2020年以降） 

（８）パラスポーツ関連のイベント等の運営業務実績 

 

３．入札者の義務 

 （１）入札者は、入札瀬名所を了知のうえ、入札に参加しなければならない。 

 （２）入札者は、JPSAが交付する仕様書に基づいて、入札書類を提出期限内に提出しなければならない。 

また、開札日の前日までの間においてJPSAから提出書類に関して説明を求められた場合は、これに 

応じなければならない。 

 

４．入札説明会日時及び場所 

  入札説明会は実施しない。 

 

５．入札に関する質問の受付等 

 （１）質問の方法 

    電子メールにより提出すること。 

 （２）受付期間 

    2021年12月6日（月）から2021年12月9日（木）12時まで 

 （３）担当部署 

    公益財団法人日本パラスポーツ協会 企画広報部 

    電子メール：m-kuroda@parasports.or.jp 

    ※メールでの提出の場合、件名に『北京パラ日本代表選手団結団式の入札に関する質問』と記載を 

お願いします。 

 （４）質問の回答 

    返答は全入札者へ情報提供を行う。 

 

６．入札書類の提出 

 （１）入札参加意思表明書・提出期限 

    2021年12月9日（木）17時必着 

 （２）見積書提出期限 

    2021年12月20日（月）15時必着 

 （３）提出書類 

    ①見積書 

    ②提案書（任意書式） 

    ③実績書（任意書式） 

 （４）提出先 

    公益財団法人日本パラスポーツ協会 企画広報部 

    E-mail：m-kuroda@parasports.or.jp 

    〒103-0014 東京都中央区日本橋蛎殻町2-13-6 3階 
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    ※メールでの提出の場合、件名に『北京パラ日本代表選手団結団式の入札に関して』と記載を 

お願いします。 

７．入札結果通知の予定日及び方法 

 （１）入札結果通知予定日 

   2021年12月23日（木）頃 

 （２）通知の方法 

   入札者へメールにて落札の有無を通知する。 

 

８．支払いの条件 

  業務完了後、適法な支払い請求書を受理した場合において、翌月末日までに支払うものとする。 

 

９．入札の無効 

  競争入札に参加する者に必要な資格のない者による入札及び競争入札に参加する者に求められる義務に 

違反した入札は無効とする。 

 

10．落札者の決定方法 

  価格、実績、提案を総合的に判断し、最も優れた者を落札者とする。 

 

11．契約書作成の要否 

  要 

 

12．その他 

 （１）入札行為に関する照会先 

   公益財団法人日本パラスポーツ協会 企画広報部 

    E-mail：m-kuroda@parasports.or.jp 

 

 （２）仕様書に関する照会先 

   12.(1)に同じ 
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仕様書 

 

１．委託名（件名） 

 北京2022パラリンピック冬季競技大会日本代表選手団結団式及び記者会見等の企画提案・実施に関する 

業務委託 

 

２．委託期間 

  契約締結日から2022年3月末日まで 

 

３．目的 

  （1）日本代表選手団としての自覚と誇りを促し、選手団としての一体化を図る。 

（2）日本代表選手団のモチベーションアップを促進する。 

（3）日本代表であるという自覚と決意を選手一人一人が示し、パラリンピックムーブメントの普及・啓 

発するためのPRを展開する。 

（4）北京2022パラリンピック冬季競技大会に向け、JPC・日本代表選手団の価値向上を図る。 

 

４．業務委託内容 

  （1）業務 

結団式及び記者会見等の企画、運営、会場手配、案内・受付、会場設営、感染対策、広報、報告等、 

本事業の実施に伴う全ての業務を一社に委託する。 

なお新型コロナウイルスの感染防止の為、今回は壮行会は行わない事とする。 

またこの委託に含まれる記者会見というのは、結団式後の記者会見のみとする。 

（2）経費 

本事業の実施に伴うJPC予算額は、1,200万円（税込）を上限とする。 

但し、会場費はJPC負担のため、予算額に含まれない。 

 

５．企画骨子 

  （1）結団式：従来からの式次第を継承し、厳粛な式典とする。 

①内容：上記「2.業務委託の目的」に沿ったものとする。 

②会場でのリアル参加者は限定された人員によって行う事とし、 

それ以外の参加者はオンラインを活用したものとすること。 

※限定された人員とは、団長、副団長、主将、旗手、主催者を想定 

(2) 記者会見：結団式終了後の当日のみとする。 

①オンラインの併用も検討すること。 

 



６．実施概要 

  （1）結団式 

日時：2022年２月の4週目（午後で想定） 

会場：現在、都内で調整中 

※選手のコンディション、安全面（セキュリティ）に考慮すること。 

※パートナー企業には、オンライン参加など配慮すること。 

 

（2）記者会見（結団式終了後、同日実施）  

日時：2022年２月の4週目（結団式終了後の開始想定とする） 

会場：結団式と同会場 

 

７．守秘義務 

本業務を遂行する上で知りえた情報については、当協会の承認を得ることなく、第三者にもらしてはな 

らない。 

 

８．その他 

（１）企画提案書作成にかかる経費は、提出者の負担とする。 

 （２）提出された企画提案書等については、選考結果にかかわらず返却しない。 

（３）委託業者の決定後、提案内容について協議の上、一部修正する場合がある。 

（４）審査内容に関する質問や審査結果に関する意義の申し立ては受け付けない。 

（５）委託業者（以下、受託者）は、JPCにより別途認められた場合を除き、委託業者または委託業者の

商品もしくはサービス（以下、総称して「受託者商品等」という。）がJPCの公式のものである、 

     JPCにより選ばれたものである旨、JPCにより承認されたものである旨、JPCによる保証を受けた 

     ものである旨、JPCにより推奨されている旨、JPCの同意を得たものである旨、その他これに類する 

     事実を表明してはならず、そのように受け取られる恐れのある行為をしてはならない。 

受託者は、JPCとの関係または本契約の内容及び本契約の締結の事実について、受託者または 

受託者商品等の広告・宣伝の目的をもって公表してはならず、そのように受け取られる恐れのある 

行為をしてはならない。 

（６）感染対策については、十分に配慮すること。 

（７）その他 

   ・運営に必要な資機材等は、本契約に含むこと。 

   ・撤収後は、原状復帰すること。 

   ・設営撤去運営に関わることで発生した廃棄物はすべて持ち帰る事。 

   ・本事業に関わるすべての事業者と連携して業務を行うこと。 

   ・設営～本番日の食事代は、本契約内に組み込むこと。 

 

以上 

 


